
東久留米市教育委員会訓令乙第１２号 

 

東久留米市立図書館複写サービス事務取扱要綱 

 

（目的） 

第１ この要綱は、著作権法（昭和４５年法律第４８号。以下「法」という。）に基づき、

東久留米市立図書館（以下「図書館」という。）が行う複写サービスの事務取扱に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（利用申込） 

第２ 複写サービスを利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、図書館が定め

る複写申込書により申し込むものとする。 

２ 図書館の資料等の複写は、利用者の調査・研究を目的とする場合に利用できるものと

する。 

３ 国立国会図書館が提供する「図書館向けデジタル化資料送信サービス」（以下、「国会

図書館デジタル化資料送信サービス」という。）を利用できる者は、東久留米市立図書

館運営規則第５条に定める利用カードの交付を受けている者とする。 

４ 図書館は、複写申込書について、利用資格及び法の範囲内の複写であることを確認す

る。 

（複写の範囲） 

第３ 図書館は、利用者の求めに応じ、法第３１条の規定に基づき、図書館の資料等の一部

分を１人につき１部複製し提供することができる。 

２ 図書館間協力における現物貸借で借り受けた図書のうち貸出館が複写を許可したもの

は、図書館の資料と同様に複写することができる。 

３ 館長は「東久留米市立図書館複写サービス取扱基準」を定め、複写の範囲等を示すもの

とする。 

（複写機の取扱い） 

第４ 利用者は、図書館職員の指示に従い、利用者自身で操作するものとする。利用者の機

器操作等によって成果物に瑕疵が生じても、図書館はその責任を負わない。 

２ 国立国会図書館デジタル化資料送信サービスにおける複写は、管理用端末により図書

館職員が行う。 

（複写料金） 

第５ 利用者は、別表に定める額を負担するものとする。 

（料金の取扱い） 

第６ 市が取り扱う複写料金は、現金取扱員が収納手続きに基づき、市の雑入として収納す

る。 

２ 指定管理者が取り扱う複写料金は、指定管理者の収入とする。 



３ 図書館は、利用者の求めに応じ複写料金の領収書を発行することができる。 

（利用時間） 

第７ 複写サービスの利用は、図書館の開館時間内とする。 

（利用の制限） 

第８ 図書館は、次の各号のいずれかに該当する場合は、複写サービスを停止し、又は後日

に変更することができる。   

（１）機械の故障・点検の場合 

（２）当日中の複写が、開館時間内に終わらない場合 

（３）一人の利用者が１回に多量の複写を希望する場合 

（４）損傷の激しい資料で、複写に耐えられない場合 

（その他） 

第９ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、館長が定める。 

付 則 

 この訓令は、平成２５年１０月１日から施行する。 

   付 則（平成２６年７月７日教委訓令乙第１４号） 

 この訓令は、平成２６年７月７日から施行する。 

   付 則（平成２９年４月１９日教委訓令乙第５号） 

この訓令は、平成２９年４月１９日から施行する。 

付 則（令和３年３月２２日教委訓令乙第６号） 

 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

別表 

複写方法 資料の種類 色 
料金単価

（※） 

電子式複写（コピー） 紙資料 
白黒 10円 

カラー 20円 

電子情報のプリントアウト 

（プリンターによる出力） 
デジタル画像等 

白黒 10円 

カラー 50円 

 ※複写面または印刷面１面あたりの料金単価 


